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証券コード　4684

平成28年６月７日

株　主　各　位
東 京 都 中 央 区 京 橋 二 丁 目 ４ 番 1 5 号

株 式 会 社

代表取締役社長 橘 　　昇　一

第49回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

さて、当社第49回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等によっ

て議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参

考書類をご検討いただき、平成28年６月27日（月曜日）午後５時30分まで

に到着するよう、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえご送付い

ただくか、当社の指定する議決権行使サイト(http://www.evote.jp/)より

議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。
敬　具

記

１．日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区京橋二丁目４番15号　オービックビル

当社東京本社　地下１階大ホール

（末尾の「株主総会会場のご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第49期（平成27年４月１日から平成28年３月31日ま

で）事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人およ

び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第49期（平成27年４月１日から平成28年３月31日ま

で）計算書類報告の件

決 議 事 項

議　　　案 剰余金の処分の件

－ 1 －

表紙
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４．招集にあたっての決定事項

(1)書面およびインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取り扱い

　書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネ

ットによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了

承ください。

(2)インターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取り扱い

　インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使

された内容を有効とさせていただきます。またパソコン、スマートフォンと携帯

電話で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせ

ていただきます。

(3)代理人のご出席による議決権行使について

　当日ご出席願えない場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として

株主総会にご出席いただくことができます。ただし、代理権を証明する書面のご

提出が必要となりますのでご了承ください。

以　上

※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ

いますようお願い申しあげます。

※なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生

じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.obic.co.jp）に掲載

させていただきます。

－ 2 －
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、政府による成長戦略や日銀による金融緩

和のもと、企業収益が改善するなかで設備投資も増加基調にあり、全体として景気

は緩やかに回復いたしました。一方で、中国をはじめとする新興国経済の減速や円

高の進行による影響が懸念されるなど、景気の先行きは不透明な状況にあります。

　当情報サービス業界においては、システムの統合や更新需要の増加等により、企

業のシステム投資は回復傾向が見られます。企業のニーズは「効率的でコストパフ

ォーマンスの高い情報システム」にあり、さらなる顧客目線でのシステム提案が求

められております。

　当社は、このような状況の中、製販一体体制を継続し、顧客満足度を高めるべく

努めてまいりました。当社の主力である統合業務ソフトウェア「ＯＢＩＣ７シリー

ズ」は、統合的に情報を管理するＥＲＰシステムとして、様々な業界・業種の企業

に幅広く求められました。主な傾向として、大企業向けのシステム構築が引き続き

順調に推移しています。業種・業務別のソリューションに関しても、金融業向け、

サービス業向け、流通業向け、製造業向け等、業種を問わずシステム構築の引き合

いが強まりました。また、システムサポート事業も安定的に伸長し、業績に寄与い

たしました。

　この結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高587億38百万円(前年同期比4.2％

増)、営業利益261億８百万円(同7.5％増)、経常利益は295億21百万円(同6.5％増)、

特別利益を30億90百万円計上したことにより、親会社株主に帰属する当期純利益は

231億57百万円(同23.3％増)となりました。

　今後も当社は、顧客第一主義のもと、よりコストパフォーマンスの高いシステム

提案ビジネスに注力し業績の向上に努めてまいる所存であります。

－ 3 －

事業の経過および成果
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　セグメントの業績は次のとおりであります。

(A) システムインテグレーション事業

主力の統合業務ソフトウェア「ＯＢＩＣ７シリーズ」は、統合的に情報を管理

するＥＲＰシステムとして、様々な業界・業種の企業に求められました。主な傾

向として、大企業向けのシステム構築が引き続き順調に推移しています。一方で、

ハードウェアの売上高は減少いたしました。

この結果、外部顧客に対する売上高は337億35百万円（前年同期比0.3％減）、

営業利益は150億56百万円（同2.9％増）となりました。

(B) システムサポート事業

当社の主力サービスであるシステムの「運用支援サービス」等が好調に推移し

ております。

この結果、外部顧客に対する売上高は、178億96百万円（前年同期比10.9％増）、

営業利益は100億50百万円（同13.3％増）となりました。

(C) オフィスオートメーション事業

　業務用パッケージソフトの販売が好調に伸長したことに加え、印刷サプライな

どのオフィス用品やオフィス家具の販売も堅調に推移いたしました。

　この結果、外部顧客に対する売上高は、71億７百万円（前年同期比11.8％増）、

営業利益は10億円（同28.8％増）となりました。

（販売実績）

種 類 別 売上高(百万円) 構成比(％) 前期比(％)

システムインテグレーション事業 33,735 57.4 99.7

シ ス テ ム サ ポ ー ト 事 業 17,896 30.5 110.9

オフィスオートメーション事業 7,107 12.1 111.8

合 計 58,738 100.0 104.2

(2) 設備投資等の状況

当期中において実施いたしました設備投資の総額は335百万円であります。

(3) 資金調達の状況

該当事項はありません。

－ 4 －
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(4) 対処すべき課題

当社は中長期的に安定した企業の発展を考え、そのためには利益を意識した経営

が重要であると考えております。株主資本利益率10％以上を一つの目標とし、それ

を維持・継続できるよう努めております。

従来からの自社開発製品を直接販売で提供する体制を重要とし、市場ニーズに直

結したソリューションを首尾一貫して切れ目無くお届けできる基盤を整えておりま

す。

そのため、より多くのお客様への接点を増やし、継続した積極的な機構改革を推

進し、営業力強化と生産性向上に努めてまいります。

「ワンストップソリューションサービス」これは中長期的に見た当社の重要なキ

ーワードであります。導入コンサルティングから、システム構築、運用、情報提供

まで当社グループ一貫体制でトータルに「企業の情報システム構築と運用」をサポ

ートしてまいります。

今年度も、継続したイノベーションを重視して顧客満足度の向上に取り組む中で、

以下の項目を重要課題として重視してまいります。

Ⅰ製販一体体制の推進

Ⅱカスタマイズ性の高い「ＯＢＩＣ７シリーズ」によって、生産性の向上に取り

　組む。

Ⅲ人材の育成と活性化に注力する。

「経営資源を選択・集中し継続する」ことこそが経営にとって重要であると認識

しており、今後ともグループ企業各社はその特徴を生かしつつ独立した企業として

グループ内での役割分担を明確にし、「グループの発展」のため経営努力をしてま

いります。

株主の皆様には、今後ともより一層のご支援ご指導を賜りますようお願い申しあ

げます。

－ 5 －

対処すべき課題



2016/05/26 15:13:54 / 15173132_株式会社オービック_招集通知

(5) 直前３事業年度の財産および損益の状況

①　企業集団の財産および損益の推移

（単位：百万円）

区 分
第46期

平成25年３月

第47期

平成26年３月

第48期

平成27年３月

第49期
(当連結会計年度)
平成28年３月

売 上 高 50,351 55,040 56,344 58,738

経 常 利 益 21,472 24,887 27,726 29,521

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

14,212 16,953 18,776 23,157

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 1,521.26円 189.04円 209.37円 259.41円

総 資 産 139,965 152,745 173,542 181,522

純 資 産 121,120 134,271 150,584 160,522

１株当たり純資産額 13,505.64円 1,497.21円 1,679.12円 1,804.63円

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しておりま
す。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。
３．平成25年10月１日付にて、普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っ

ております。第47期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当た
り当期純利益および１株当たり純資産を算出しております。

②　当社の財産および損益の推移

（単位：百万円）

区 分
第46期

平成25年３月

第47期

平成26年３月

第48期

平成27年３月

第49期
(当事業年度)
平成28年３月

売 上 高 44,616 48,210 49,991 51,637

経 常 利 益 19,748 22,182 25,504 26,965

当 期 純 利 益 14,644 14,608 16,850 20,941

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 1,567.44円 162.89円 187.89円 234.59円

総 資 産 110,841 120,755 138,833 144,219

純 資 産 94,128 105,020 118,332 126,258

１株当たり純資産額 10,495.85円 1,171.04円 1,319.49円 1,419.42円

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しておりま
す。

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。
３．平成25年10月１日付にて、普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っ

ております。第47期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当た
り当期純利益および１株当たり純資産を算出しております。

－ 6 －
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(6) 重要な子会社の状況

会 社 名
本　店
所在地

資本金 出資比率 主要な事業内容

百万円 ％

株式会社オービックオフィスオートメーション 東　京 320 100.00 ＯＡ機器の販売

(7) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

当社グループは、株式会社オービック（当社）および連結子会社１社ならびに持

分法適用会社３社等により構成されており、事業は主に企業情報システムのシステ

ムインテグレーション事業、システムサポート事業、オフィスオートメーション事

業、および業務用パッケージソフト事業を行っております。

事業セグメントごとの事業内容は、次のとおりであります。

なお、業務用パッケージソフト事業については、持分法適用会社で行っているた

め、事業のセグメントには含まれておりません。

システムインテグレーション事業

お客様のシステム分析とコンサルテーションによって、ハードウェアの選定やシ

ステム設計に基づくソフトウェアの開発・販売および導入前後における顧客教育等

の総合的な事業を実施しています。

システムサポート事業

システム導入企業に対して、システムの運用支援および保守ならびにハードウェ

アの保守等の事業を実施しています。

オフィスオートメーション事業

パソコン、通信機器等のシステム周辺機器およびコンピュータサプライ用品なら

びにオフィス家具の販売事業を実施しています。

－ 7 －
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(8) 主要な事業所（平成28年３月31日現在）

株式会社オービック

・東京本社（東京都中央区）、大阪本社（大阪市中央区）

・北関東支店、横浜支店、名古屋支店、京都支店、福岡支店

・松本営業所、静岡営業所、広島営業所

（連結子会社）

株式会社オービックオフィスオートメーション

・東京本社（東京都中央区）、大阪本社（大阪市中央区）

・名古屋支店、横浜営業所

（持分法適用会社）

株式会社オービックビジネスコンサルタント

・東京本社（東京都新宿区）

・東京支店、大阪支店、名古屋支店

・札幌営業所、仙台営業所、関東営業所、横浜営業所

静岡営業所、金沢営業所、広島営業所、福岡営業所

株式会社オービーシステム

・大阪本社（大阪市中央区）、東京本社（東京都品川区）

株式会社新潟オービックシステムエンジニアリング

・本社（新潟市中央区）

(9) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

区 分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

名 名 歳 年

株 式 会 社 オ ー ビ ッ ク 1,785 △4 36.0 13.0

株式会社オービックオフィスオートメーション 198 ＋8 36.5 10.3

合計または平均 1,983 ＋4 36.0 12.7

（注）上記従業員数には、嘱託社員および臨時従業員（アルバイト等）は含まず、出向

者を含んでおります。

(10) 主要な借入先（平成28年３月31日現在）

該当事項はありません。

－ 8 －
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２．会社の株式に関する事項

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 398,400,000株

②　発行済株式の総数 99,600,000株

③　株主数 3,671名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

株 式 会 社 ノ ダ ・ マ ネ ジ メ ン ト 16,909 19.00

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社

7,259 8.16

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク ア ン ド
ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー ５ ０ ５ ２ ２ ３

4,859 5.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 4,706 5.29

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,666 4.12

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク ア ン ド
ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー

3,484 3.91

野 田 順 弘 2,881 3.23

野 　 田 　 み づ き 2,781 3.12

ス テ ー ト ス ト リ ー ト バ ン ク ア ン ド

ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー ５ ０ ５ ０ ２ ５
1,907 2.14

ジ ェ ー ピ ー モ ル ガ ン チ ェ ー ス
バ ン ク ３ ８ ５ ６ ３ ２

1,889 2.12

（注）１．当社は、自己株式10,649,302株を保有しておりますが、議決権がないため、

上記株主から除いております。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

３．上記信託銀行の所有株式数には、信託業務に係る株式を含んでおります。

また、信託業務に係る株式数には、退職給付信託の信託財産が含まれており、

その議決権行使の指図権は、それぞれ委託会社が留保しております。

受託会社 委託会社 株式数

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 三菱電機株式会社 2,160千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 富士通株式会社 2,160千株

３．会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

－ 9 －
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長 野 田 順 弘

(株)オービックオフィスオートメーション　　　
代表取締役会長
(株)オービックビジネスコンサルタント　　　　
取締役会長

代表取締役社長 橘 　 昇 一

(株)オービックビジネスコンサルタント　　　　
取締役
(株)オービックオフィスオートメーション　　　
常務取締役

専 務 取 締 役 加 納 博 史

経営企画室長兼経理・業務統括本部長
(株)オービックビジネスコンサルタント　　　　
社外監査役
(株)オービックオフィスオートメーション　　　
監査役

専 務 取 締 役 芹 澤 邦 明 ソリューション推進統括本部長

常 務 取 締 役 川 西 　 篤 人事・総務統括本部長

取締役相談役 野　田　みづき

取 締 役 井 田 秀 史
大阪本社統括兼大阪本社産業ソリューション　　
統括長

取 締 役 森 　 隆 宏 マーケティング本部金融ソリューション推進部長

取 締 役 佐 藤 　 登 マーケティング本部プロダクト推進部長

取 締 役 橋 本 文 雄 マーケティング本部産業ソリューション推進部長

取 締 役 五 味 康 昌

三菱ＵＦＪ証券ホールディングス(株)　特別顧問
(株)山形銀行　社外監査役
(株)ノリタケカンパニーリミテド　社外監査役
(株)ノジマ　社外取締役

監 査 役 永 塚 　 孝 常勤監査役

監 査 役 坂 和 章 平
弁護士
(株)オービックオフィスオートメーション　　　
社外監査役

監 査 役 長 尾 謙 太 公認会計士

（注）１．取締役五味康昌氏は社外取締役であります。

２．監査役坂和章平および長尾謙太の両氏は社外監査役であります。

３．当社は五味康昌および長尾謙太の両氏を株式会社東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

－ 10 －
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４．監査役長尾謙太氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関

する相当程度の知見を有しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、当

社との間で同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としており

ます。

(3) 取締役および監査役の報酬等の総額
（単位：百万円）

区 分

取 締 役
(うち社外取締役)

監 査 役
(うち社外監査役)

計

摘 要
支 給
人 員

報 酬 等
の 総 額

支 給
人 員

報 酬 等
の 総 額

支 給
人 員

報 酬 等
の 総 額

名 名 名

定 款 ま た は
株主総会決議
に基づく報酬等

11
(1)

552
(9)

3
(2)

22
(9)

14 575
（注）１､２､３
　　　４､５

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ

ん。

２．取締役の報酬限度額は、平成27年６月26日開催の第48回定時株主総会におい

て年額700百万円以内とし、そのうち基本報酬額を年額600百万円以内、賞与

を年額100百万円以内と決議いただいております。なお、業績向上に対するイ

ンセンティブを高め、当社業績のさらなる向上に資するため、業績連動型の

報酬制度を導入しております。

３．監査役の報酬限度額は、平成12年６月29日開催の第33回定時株主総会におい

て年額30百万円以内と決議いただいております。

４．報酬等の総額には、役員退職慰労引当金の当期増加額59百万円（取締役58百

万円　監査役1百万円）も含まれております。

５．期末日現在の取締役は11名、監査役は３名であります。

(4) 社外役員等に関する事項

①　他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の法人

等との関係

取締役五味康昌氏は、三菱ＵＦＪ証券ホールディングス株式会社の特別顧問、

株式会社山形銀行の社外監査役、株式会社ノリタケカンパニーリミテドの社外監

査役および株式会社ノジマの社外取締役等を兼任しております。当社と兼務先と

の間には特別な関係はありません。

監査役坂和章平氏は、当社の重要な子会社である株式会社オービックオフィス

オートメーションの社外役員（社外監査役）を兼務しております。

監査役長尾謙太氏は、他の法人等の社外役員（社外監査役）を兼任しておりま

すが、重要性に乏しいため具体的な記載を省略しております。

－ 11 －
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②　当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 五 味 康 昌

平成27年６月26日就任以降、当事業年度開催の取締
役会11回開催中９回に出席し、必要に応じ、主に豊
富な会社経営の経験から議案・審議等につき必要な
発言を適宜行なっております。

監 査 役 坂 和 章 平

当事業年度開催の取締役会15回開催中10回、および
監査役会13回開催中10回に出席し、必要に応じ、主
に弁護士としての専門的見地から、議案・審議等に
つき必要な発言を適宜行なっております。

監 査 役 長 尾 謙 太

当事業年度開催の取締役会15回開催中13回、および
監査役会13回開催の全てに出席し、必要に応じ、主
に公認会計士としての専門的見地から、議案・審議
等につき必要な発言を適宜行なっております。

③　子会社から受けた役員報酬等の総額

当事業年度において、社外監査役が役員を兼任する子会社から、役員として受
けた報酬等の総額は２百万円であります。

５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　　　新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人に対する報酬等

支 払 額

①　当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業
務についての報酬等の額

30百万円

②　当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

33百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に

も区分できませんので、上記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載して

おります。

２．当社監査役会は、当該事業年度の監査計画に係る監査日数・配員計画等から

見積もられた報酬額に関する会計監査人の説明をもとに、前事業年度の実績

の評価を踏まえ算定根拠等について確認し、その内容は妥当であると判断し

たため、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

当社は新日本有限責任監査法人に対して、ＩＦＲＳ対応システムの開発における

会計または財務報告上の論点に関する助言についての対価を支払っております。
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(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

①　会計監査人の選任、解任または不再任に関する次の事項については、監査役会

の決議によって行なうこととしております。

イ．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針の策定。

ロ．会計監査人を再任することの適否の決定。

ハ．株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容の決定。

ニ．株主総会に提出する会計監査人の選任に関する議案の内容の決定。

ホ．会計監査人が欠けた場合の一時会計監査人の職務を行うべき者の選任。

②　会計監査人を法定の解任事由に基づき解任することに対する監査役の全員の同

意は、監査役会における協議を経て行うことができることとしております。こ

の場合においては、監査役会が選定した監査役は、解任後最初の株主総会にお

いて、解任の旨およびその理由を報告することとなっております。

(5) 会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合における当該

処分に係る事項

当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人は、一部のクライアントに対す

る監査の品質管理に問題があったとして、金融庁から、新規の契約の締結に関する

業務停止３ヶ月（平成28年１月１日から平成28年３月31日まで）および業務管理体

制に関する改善命令の行政処分を受けました。

しかしながら、当社の会計監査人としての適格性には影響がなく、また、業務改

善の進捗状況に関する報告を受けた結果、当社の監査業務に影響は及ぼさないもの

と判断しております。

６．会社の体制および方針
(1) 業務の適正を確保するための体制の決議の内容の概要

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとお

りであります。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制

職務の執行が法令、定款および各社内規程に適合することを確保するため、各

部門担当取締役は当該職務におけるコンプライアンスの遵守を徹底する体制を構

築するとともに、総務部が全社横断的なコンプライアンス体制の整備と問題点の

把握に努める。

内部通報制度において、第三者機関による新たな通報窓口を設け、不正行為等

の早期発見、是正に努める。

また、内部監査部門は、監査計画と実施内容について定めた内部監査規程にも

とづいて定期的に各部門への内部監査を実施し、その内容を代表取締役および監

査役会に報告する。

代表取締役は監査報告の内容について特に重要と認めた事項を取締役会におい

て協議し、改善策の実施や再発の防止に努める。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役は、既定の文書管理規程に従い、取締役を最終承認者とする稟議書類や

取締役会議事録、株主総会議事録について適切に管理、保存する。

また、取締役および監査役は、常時これらの文書を閲覧できる。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理規程により、リスクカテゴリー毎の責任部門を定め、各責任部門の

担当取締役は当該職務に付随するリスクについて把握、分析し適切な対策を実施

する。

総務部は各リスクを全社横断的に統括管理し、新たに生じたリスクについては

速やかに責任部門を定め、リスク管理体制を明確化する。

現実に重大な損害の発生が予想される場合には、部門担当取締役は直ちに総務

部に報告し、総務部はその緊急性に応じて適切な対応をとる。

④　取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

取締役は職務権限規程にもとづいて意思決定プロセスの効率化・迅速化を図り、

定期的に運用状況を検証する。

また、期毎に、当社本支店・部門ならびにグループ各社において業績目標の設

定を行い、その進捗については毎月の経営戦略会議の実施により月次業績を把握、

必要に応じて改善策の検討を行い、目標達成の確度を高める。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社グループにおける業務の適正の確保と密接な連携を図るため、関係会社管

理規程にもとづき、当該担当部門長はグループ各社から定期的に経営状況やリス

ク等に関し報告を受けるとともに、社内規則や人事等について指示・要請を効率

的に行う体制をとる。

また、内部監査部門は、当社およびグループ各社の内部監査を定期的に実施し、

財務面およびコンプライアンス面から内部統制の改善策の指導や支援、助言を行

う。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項ならび

に当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項

監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置く。なお、当該

使用人の人事異動、評価等については監査役会の同意を得た上で決定することと

し、取締役からの独立性を確保する。当該使用人は、その要請された業務の遂行

に関して、監査役の指示に従い、取締役等の指揮命令を受けない。

⑦　当社グループの取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の

監査役への報告に関する体制および報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

当社グループの取締役および使用人は、重大な法令・定款違反や当社の業務ま

たは業績に影響を与える重要な事項について監査役に都度報告するものとし、監

査役は、監査役会規則にもとづいて、その他の監査役へ報告する体制をとる。
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また、監査役は取締役会および重要な会議に出席し、業務上の重要案件や業績

について意見・情報の交換を行うとともに、グループ各社の監査役と必要に応じ

て意見・情報の交換を行う。

当社グループは、上記の報告を行った取締役および使用人に対し、当該報告を

行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止する。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

監査役会は会計監査人、内部監査部門とそれぞれ定期的に意見・情報の交換を

行ない、連携して当社および関係会社の監査の実効性を確保する。

当社は、監査役がその職務の執行に際し法令に基づいて費用の支出または弁済

を求めたときは、原則、当該費用または債務を負担する。

⑨　反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、市民社会の秩序に脅威を与える団体、個人等の反社会的勢力との関係

を一切持たないこと、反社会的勢力からの不当な要求や威嚇に毅然とした態度で

臨んでこれに妥協しないことを基本方針とし、すべての取締役および使用人に周

知徹底する。

⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法およびその他の法令の定めに従い、財務諸表に係る内部統制の

構築、評価および報告に関して適切な運営を図り、財務報告の信頼性と適正性を

確保する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

決議した基本方針に則り、コンプライアンス体制ならびにリスク管理体制につい

ては、定期的にリスクの見直しを行うとともに、総務部が中心となり全社横断的な

統括管理を実施し、事業全般に関するコンプライアンスの徹底と、リスクの未然防

止および発生時の迅速な対応の確保を図っております。

職務執行体制については、期毎に、各部門における業績目標の設定を行い、その

進捗については毎月の経営戦略会議の実施により月次業績の把握、必要に応じて改

善策の検討を行い、目標達成の確度を高めております。

監査体制については、当社および当社グループ全体の内部監査、監査役監査、会

計監査人監査の三様監査を実施しております。監査の実施にあたって監査役会は、

会計監査人および内部監査部門と定期的に意見・情報の交換を行い、監査効率の向

上、監査の実効性の確保を図っております。

これらにより、当社および当社グループ全体の内部統制を強化し、ディスクロー

ジャーの信頼性を確保するとともに、業務の有効性および効率性を高め、継続した

企業価値の向上を図ってまいります。

(3) 会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

－ 15 －
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

会 員 権

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

93,710

82,502

8,904

110

444

13

1,061

676

△1

87,811

30,623

3,136

26,920

566

63

63

57,125

53,268

223

712

2,776

145

△1

流 動 負 債 14,282

買 掛 金 3,113

未 払 法 人 税 等 4,683

前 受 収 益 1,020

賞 与 引 当 金 2,342

役 員 賞 与 引 当 金 60

そ の 他 3,062

固 定 負 債 6,717

役員退職慰労引当金 828

退職給付に係る負債 5,706

資 産 除 去 債 務 144

再評価繰延税金負債 1

そ の 他 35

負 債 合 計 20,999

純 資 産 の 部

株 主 資 本 158,477

資 本 金 19,178

資 本 剰 余 金 19,530

利 益 剰 余 金 141,906

自 己 株 式 △22,137

その他の包括利益累計額 2,045

その他有価証券評価差額金 3,976

土地再評価差額金 △1,705

退職給付に係る調整累計額 △225

純 資 産 合 計 160,522

資 産 合 計 181,522 負債・純資産合計 181,522

－ 16 －
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 58,738

売 上 原 価 21,223

売 上 総 利 益 37,514

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,405

営 業 利 益 26,108

営 業 外 収 益

受 取 利 息 26

受 取 配 当 金 477

投 資 有 価 証 券 売 却 益 535

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,342

受 取 賃 貸 料 97

そ の 他 81 3,560

営 業 外 費 用

投 資 有 価 証 券 売 却 損 37

賃 貸 費 用 108

そ の 他 0 147

経 常 利 益 29,521

特 別 利 益

償 却 債 権 取 立 益 3,090

そ の 他 0 3,090

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 399

そ の 他 15 415

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 32,196

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,912

法 人 税 等 調 整 額 126 9,039

当 期 純 利 益 23,157

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 -

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 23,157

－ 17 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年４月１日期首残高 19,178 19,530 125,274 △18,500 145,483

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △6,479 － △6,479

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 23,157 － 23,157

自 己 株 式 の 取 得 － － － △3,637 △3,637

土地再評価差額金の
取 崩

－ － △45 － △45

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 16,631 △3,637 12,994

平成28年３月31日期末残高 19,178 19,530 141,906 △22,137 158,477

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

平成27年４月１日期首残高 6,940 △1,751 △88 5,101 150,584

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △6,479

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － － 23,157

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △3,637

土地再評価差額金の
取 崩

－ 45 － 45 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△2,964 － △136 △3,101 △3,101

連結会計年度中の変動額合計 △2,964 45 △136 △3,056 9,938

平成28年３月31日期末残高 3,976 △1,705 △225 2,045 160,522

－ 18 －
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

以下の子会社１社を連結の範囲に含めております。

株式会社オービックオフィスオートメーション

なお、欧比科（上海）軟件有限公司は、連結の範囲および持分法の適用範囲から除外しており

ます。当該子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純利益および利益剰余金等はいずれ

も連結計算書類に重要な影響を及ぼさないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

以下の関連会社３社を持分法の適用範囲に含めております。

株式会社オービーシステム

株式会社オービックビジネスコンサルタント

株式会社新潟オービックシステムエンジニアリング

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ）有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

ロ）たな卸資産　　　　　　　　主として個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ）有形固定資産　　　　　　　定率法

　　　　　　　　　　　　　　　（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物および構築物　　　　２～50年

その他　　　　　　　　　２～20年

ロ）無形固定資産 ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ）長期前払費用　　　　　　　定額法

－ 19 －
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③　重要な引当金の計上基準

イ）貸倒引当金　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ）賞与引当金　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基

づき計上しております。

ハ）役員賞与引当金　　　　　　当社および連結子会社は役員賞与の支給に備えて、当連結会計

年度における支給見込額に基づき計上しております。

ニ）役員退職慰労引当金　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

④　重要な収益および費用の計上基準

　売上高および売上原価の計上基準

イ）当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法)

ロ）その他の工事　　　　　　　工事完成基準

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ）退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計

年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基

準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括して費用処理し

ております。

ロ）消費税等の会計処理　　　　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」

（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示

の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

－ 20 －
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３．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,275百万円

(2) 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行っております。当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」または

「再評価に係る繰延税金負債」に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。

再評価の方法　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め

て公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法によ

り算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：株）

区分および株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

発行済株式
普 通 株 式

99,600,000 － － 99,600,000

自己株式
普 通 株 式

9,919,218 730,084 － 10,649,302

（注）普通株式の自己株式数の増加730,084株は、取締役会決議による取得729,900株と単元未満株式

の買取184株による増加であります。

(2) 配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（ 百 万 円 ）

１株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年６月26日開催
第48回定時株主総会

普 通 株 式 3,138 35円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月29日

平成27年10月21日開催
取 締 役 会

普 通 株 式 3,341 37円50銭 平成27年９月30日 平成27年11月25日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

平成28年６月28日開催の第49回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

決 議
株式の
種 類

配当金の総額
( 百 万 円 )

配当の
原 資

１株当たり
配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年６月28日開催
第49回定時株主総会

普 通
株 式

4,225
利 益
剰余金

47円50銭 平成28年３月31日 平成28年６月29日

－ 21 －
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５．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループにおける取組方針は、基本的に投資対象の流動性、信用性ならびに元本の安全

性を勘案し、企業本来の目的を逸脱しない範囲に限定しております。またハイリスクを伴うデ

リバティブ取引、信用取引、債券先物取引および商品先物取引等を行わない方針であります。

②　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

　現金及び預金は、主に銀行の預貯金または安定性のある金融商品に限定しております。基本

的には３ヶ月以内の短期を原則とし、流動性の確保と元本の安全性を重視しております。

　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクにさらされています。当該リス

クに関しては、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日や残高を定期的に管理することで、

財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　有価証券及び投資有価証券への投資は、資金の内、運転資金を除く余剰資金の運用に対して

のみであり、基本的に流動性の確保と元本の安全性を重視しております。具体的には、上場株

式等を中心にし、投資枠や保有上限枠を設定し、過度な投資を行わないよう規制しております。

また投資した金融商品については、運用体制や管理基準を明確化し、モニタリングと情報収集

することにより定期的に市場価格の変動リスクや時価および発行体の財務状況等を分析・把握

し、その情報を機関で共有することにより回収可能性の確保や減損懸念の軽減を図っておりま

す。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

－ 22 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは、次表には含めておりません。（（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められ

る金融商品を参照ください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:百万円）

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現金及び預金
(2) 受取手形及び売掛金
   　 貸倒引当金

(3) 有価証券及び投資有価証券
　　　その他有価証券
　　　関連会社株式

　82,502
　8,904

△0

82,502 　－

8,903

15,189
　36,741

8,903

15,189
65,025

　－

－
28,283

資 産 計 　143,336 　171,620 　28,283

(1) 買掛金 　3,113 　3,113 　－

負 債 計 　3,113 　3,113 　－

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

－ 23 －
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(3）有価証券及び投資有価証券

①　その他有価証券

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:百万円）

種 類
連結貸借対照
表 計 上 額

取 得 原 価 差 額

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

(1)株式
(2)債券
 ①国債・地方債等
 ②社債
 ③その他
(3)その他

　4,859

　－
　－
　－
　－

　3,661

　－
　－
　－
　－

　1,197

　－
　－
　－
　－

小 計 　4,859 　3,661 　1,197

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1)株式
(2)債券
 ①国債・地方債等
 ②社債
 ③その他
(3)その他

　10,330

　－
　－
　－
　－

　11,112

　－
　－
　－
　－

　△782

　－
　－
　－
　－

小 計 　10,330 　11,112 　△782

合 計 　15,189 　14,774 　415

②　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

1,599百万円 535百万円 37百万円

（注）上表はすべて株式の売却によるものです。

③　減損を行った有価証券

　当連結会計年度において、投資有価証券について、株式399百万円の減損処理を行っ

ております。

負　　債

(1) 買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　（単位:百万円)

種 類 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 1,337

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

るため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

－ 24 －
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６．賃貸等不動産に関する注記
　　当社では、大阪府その他の地域において、賃貸利用している不動産および遊休不動産を有してお

ります。これら賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額および時価は、次のとおりであ

ります。

（土　地）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減高 当連結会計年度末残高

14,900百万円 △21百万円 14,878百万円 22,151百万円

（注）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書

に基づきます。ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考

えられる指標に重要な変動が生じていない場合は、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっ

ております。また、その他の重要性の乏しいものについては、一定の評価額や適切に市場価格を反

映していると考えられる指標に基づく金額を採用しております。

　　また、賃貸等不動産に関する当連結会計年度における損益は、次のとおりであります。

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 差 　 　 額 その他（売却損益等）

賃 貸 等 不 動 産 97百万円 108百万円 △11百万円 －百万円

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,804円63銭

(2) １株当たり当期純利益 259円41銭

８．後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 25 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月９日

株 式 会 社　　オ ー ビ ッ ク

取　締　役　会　御　中

新　 日　 本　有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 　 一 浩 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野 水 善 之 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オービックの平成27年４月１日
から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施

される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社オービック及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　　上

－ 26 －
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

連結計算書類に係る監査報告書

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第49期事業年度

に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計算

書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条

各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検

討いたしました。

２．監査の結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

平成28年５月11日

株式会社 オービック　監査役会

常勤監査役 永 塚 　 孝 

監査役 坂 和 章 平 

監査役 長 尾 謙 太 

 (注) 監査役坂和章平及び監査役長尾謙太は、会社法第２条第16号及び第335条第

３項に定める社外監査役であります。

－ 27 －
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貸　借　対　照　表

（平成28年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

原材料及び貯蔵品

仕 掛 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

会 員 権

敷 金 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

85,877

75,936

62

7,873

14

444

982

563

△0

58,341

30,615

3,109

26,920

585

52

52

27,673

15,571

8,504

2,560

213

680

143

△0

流 動 負 債 11,932

買 掛 金 1,411

未 払 法 人 税 等 4,443

前 受 収 益 945

賞 与 引 当 金 2,150

役 員 賞 与 引 当 金 60

そ の 他 2,921

固 定 負 債 6,028

退 職 給 付 引 当 金 5,094

役員退職慰労引当金 762

資 産 除 去 債 務 134

再評価繰延税金負債 1

そ の 他 35

負 債 合 計 17,960

純 資 産 の 部

株 主 資 本 127,682

資 本 金 19,178

資 本 剰 余 金 19,530

資 本 準 備 金 19,413

その他資本剰余金 116

利 益 剰 余 金 111,111

利 益 準 備 金 461

その他利益剰余金 110,649

別 途 積 立 金 87,000

繰越利益剰余金 23,649

自 己 株 式 △22,137

評価・換算差額等 △1,424

その他有価証券評価差額金 281

土地再評価差額金 △1,705

純 資 産 合 計 126,258

資 産 合 計 144,219 負債・純資産合計 144,219

－ 28 －
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損　益　計　算　書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 51,637

売 上 原 価 17,005

売 上 総 利 益 34,632

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,529

営 業 利 益 25,103

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 1,296

投 資 有 価 証 券 売 却 益 535

受 取 賃 貸 料 97

そ の 他 79 2,009

営 業 外 費 用

投 資 有 価 証 券 売 却 損 37

賃 貸 費 用 108

そ の 他 0 147

経 常 利 益 26,965

特 別 利 益

償 却 債 権 取 立 益 3,090 3,090

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 399

そ の 他 15 415

税 引 前 当 期 純 利 益 29,639

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,561

法 人 税 等 調 整 額 136 8,698

当 期 純 利 益 20,941

－ 29 －
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株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金

そ の 他
資本剰余金

利益準備金
そ の 他
利益剰余金

平成27年４月１日期首残高 19,178 19,413 116 461 96,234 △18,500 116,904

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △6,479 － △6,479

当 期 純 利 益 － － － － 20,941 － 20,941

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △3,637 △3,637

土地再評価差額金の
取 崩

－ － － － △45 － △45

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － 14,415 △3,637 10,778

平成28年３月31日期末残高 19,178 19,413 116 461 110,649 △22,137 127,682

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

平成27年４月１日期首残高 3,179 △1,751 1,428 118,332

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － △6,479

当 期 純 利 益 － － － 20,941

自 己 株 式 の 取 得 － － － △3,637

土地再評価差額金の
取 崩

－ 45 45 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

△2,898 － △2,898 △2,898

事業年度中の変動額合計 △2,898 45 △2,852 7,925

平成28年３月31日期末残高 281 △1,705 △1,424 126,258

（注）その他利益剰余金の内訳
（単位：百万円）

別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金
そ の 他
利 益 剰 余 金 合 計

平成27年４月１日期首残高 77,500 18,734 96,234

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △6,479 △6,479

別途積立金の積立 9,500 △9,500 －

土地再評価差額金の
取 崩

－ △45 △45

当 期 純 利 益 － 20,941 20,941

事業年度中の変動額合計 9,500 4,915 14,415

平成28年３月31日期末残高 87,000 23,649 110,649

－ 30 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準および評価方法

　１） 有価証券の評価基準および評価方法

①　子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

　２） たな卸資産の評価基準および評価方法

①　原材料及び貯蔵品　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法）

②　仕掛品　　　　　　　　　　　個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　定率法

　　　　　　　　　　　　　　　　（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法によっております。）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　２～50年

その他　　　　　　２～30年

②　無形固定資産 ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法

③　長期前払費用　　　　　　　　定額法

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基

づき計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基

づき計上しております。

④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務の

見込額を計上しております。数理計算上の差異は、翌事業年度

に一括して費用処理することとしております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

－ 31 －
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(4) 収益および費用の計上基準

売上高および売上原価の計上基準

①　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法)

②　その他の工事　　　　　　　　工事完成基準

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの

会計処理の方法と異なっております。

②　消費税等の処理

　税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 4,205百万円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 2百万円

②　短期金銭債務 116百万円

(3) 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の

再評価を行っております。当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」または

「再評価に係る繰延税金負債」として計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として

純資産の部に計上しております。

再評価の方法　　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定め

て公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法によ

り算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

３．損益計算書に関する注記
(1) 関係会社に対する売上高 6百万円

(2) 関係会社からの仕入高 436百万円

(3) 関係会社との営業取引以外の取引高

資産購入高 12百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

（単位：株）

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 9,919,218 730,084 － 10,649,302

（注）普通株式の自己株式数の増加730,084株は、取締役会決議による取得729,900株と単元未満株式の

買取184株による増加であります。

－ 32 －

個別注記表



2016/05/26 15:13:54 / 15173132_株式会社オービック_招集通知

５．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （単位：百万円）

未払事業税 307

賞与引当金 663

退職給付引当金 1,559

役員退職慰労引当金 233

会員権 170

投資有価証券評価損 2,943

貸倒損失 22

その他 66

小計

評価性引当額

5,967

△2,299

繰延税金資産合計 3,667

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 124

繰延税金負債合計 124

繰延税金資産純額 3,543

再評価に係る繰延税金資産

土地再評価差額金

評価性引当額

523

△523

繰延税金資産合計 -

再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額金 1

繰延税金負債合計 1

繰延税金資産(負債)純額 1

(2) 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正

する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行なわれることとなりました。これに伴い、

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.1％から平成28年４月

１日に開始する事業年度および平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差

異については30.9％、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に

ついては30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は230百万円

減少し、法人税等調整額が224百万円、その他有価証券評価差額金が6百万円、それぞれ増加して

おります。

－ 33 －
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６．関連当事者との取引に関する注記
役員および個人主要株主等

属 性
会 社 等 の
名 称

住 所

資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額
(百万円)

科 目
期 末
残 高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を自己
の計算に
おいて所
有してい
る会社等
並びに当
該会社等
の子会社

㈱　茂　原
カントリー
倶　楽　部

千葉県
茂原市

20
ゴルフ
場経営

(被所有)
直接　－

役員の兼任
お よ び
ゴ ル フ 場
の 利 用

ゴルフ場
の 利 用
（注）

24 未払金 0

　（注）利用料については、通常規定に基づいた価格であります。

７．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 1,419円42銭

(2) １株当たり当期純利益 234円59銭

８．後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 34 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年５月９日

株 式 会 社　　オ ー ビ ッ ク

取　締　役　会　御　中

新　 日　 本　有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 原 　 一 浩 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 野 水 善 之 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オービックの平成27年４
月１日から平成28年３月31日までの第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　　上

－ 35 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第49期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取
締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い､会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②　取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月11日

株式会社 オービック　監査役会

常勤監査役 永 塚 　 孝 

監査役 坂 和 章 平 

監査役 長 尾 謙 太 
（注）監査役坂和章平及び監査役長尾謙太は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外

監査役であります。

　以　上

－ 36 －
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株主総会参考書類

議　　　案　剰余金の処分の件

　当社は、株主の皆様への利益還元について、経営の重要課題のひとつと

して認識しております。強固な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に

努めるとともに、財務内容の一層の充実を図る一方で、再投資することに

より株主の皆様のご期待にお応えできるものと考えております。

　当期の剰余金の処分につきましては、当期の業績および今後の事業展開

を勘案して、以下のとおり期末配当金およびその他の剰余金の処分をさせ

ていただきたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金47円50銭といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は4,225,158,155円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成28年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

(1) 減少する剰余金の項目とその金額

繰越利益剰余金　　　　12,000,000,000円

(2) 増加する剰余金の項目とその金額

別途積立金　　　　　　12,000,000,000円

以　上

－ 37 －
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて

　インターネット等により議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使

していただきますようお願い申しあげます。

　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使

のお手続きはいずれも不要です。

記

１．インターネット議決権行使サイトに関するご案内

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話

（「iモード」、「EZweb」、「Yahoo!ケータイ」※）から、当社の指定する議決権

行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実

施可能です。（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

（※「iモード」は㈱ＮＴＴドコモ、「EZweb」はＫＤＤＩ㈱、「Yahoo!」は米国

Yahoo! Inc.の商標または登録商標です。）

(2) パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファ

イアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている

場合、proxyサーバーをご利用の場合等、株主様のインターネット利用環境によって

は、ご利用できない場合もございます。

(3) 携帯電話による議決権行使は、iモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサ

ービスをご利用ください。また、セキュリティ確保のため、暗号化通信（ＳＳＬ通

信）および携帯電話情報の送信が不可能な機種には対応しておりません。

(4) インターネットによる議決権行使は、平成28年６月27日（月曜日）の午後５時30

分まで受け付けいたしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がござい

ましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について

(1) 議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載

された「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に

従って賛否をご入力ください。

(2) 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざ

んを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」

の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

(3) 株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通

知いたします。
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３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

(1) 郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネッ

トによる議決権行使の内容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承くだ

さい。

(2) インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使さ

れた内容を有効とさせていただきます。またパソコン、スマートフォンと携帯電話

で重複して議決権を行使された場合も、最後に行使された内容を有効とさせていた

だきます。

４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金

等）は、株主様のご負担となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット

通信料・その他携帯電話等利用による料金が必要になりますが、これらの料金も株主

様のご負担となります。

５．機関投資家の皆様へ

　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人を含みます。）につきましては、株式会

社東京証券取引所等により設立された合弁会社（株式会社ＩＣＪ）が運営する機関投

資家向け議決権行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、当社株

主総会における議決権行使の方法として、インターネットによる議決権行使以外に、

当該プラットフォームをご利用いただくことができます。

システム等に関するお問い合わせ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

・電話　0120－173－027（受付時間　９：00～21：00、通話料無料）

以　上
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株 主 総 会 会 場 の ご 案 内 図

●会場

当社東京本社　地下１階大ホール

東京都中央区京橋二丁目４番15号　オービックビル

電話　０３（３２４５）６５００（大代表）

ヤンマー

みずほ証券

東京国際
フォーラム

みずほ銀行

常陽銀行

鍛冶橋通り

京葉線東京駅
1番出口 東京スクエア

ガーデン

A5出口

5番出口

信金中央
　　金庫

パシフィック
センチュリー
プレイス
丸の内

八
重
洲
南
口

←
至
神
田

（
都
営
地
下
鉄
浅
草
線
）

（
東
京
メ
ト
ロ
銀
座
線
）

中
央
通
り

昭
和
通
り

外
堀
通
り

至
銀
座
→

←
至
日
本
橋

八重州
ブックセンター

明治
ホールディングス

京

橋

駅

宝

町

駅

オービックビル

至
有
楽
町
→

J
R
東
京
駅

●交通

Ｊ　Ｒ：＜東京駅＞八重洲南口より徒歩８分

Ｊ　Ｒ：京葉線＜東京駅＞１番出口より徒歩４分

地下鉄：銀座線＜京橋駅＞５番出口より徒歩１分

地下鉄：有楽町線＜銀座一丁目駅＞７番出口より徒歩７分

地下鉄：浅草線＜宝町駅＞Ａ５番出口より徒歩３分

（注）お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願いいたします。

地図




